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 金融審議会ディスクロージャーワーキング（WG）の報告書案が掲出されている1。今回の WG の主要

課題はア）記述情報（非財務情報）のうち、特に気候変動などに対処するサステナビリティ情報（＝

ESG；環境、社会、ガバナンスに係る情報）の開示の義務化、およびイ）ショートターミズム（短期業

績志向主義）を助長しかねない四半期開示の在り方の検討であった。 

これら項目は、今後「研究員の眼」で取り上げていくが、今回は事前の準備として企業情報の開示

とは、どのような法律・規程を根拠として、どんな情報の開示が求められているのか整理をしておき

たい。対象は株式上場企業を想定する。なお、本シリーズでは今回の WGの範囲外である財務情報開示

については必要な範囲で触れるにとどめる。 

 企業開示は主に４つに分類することができる。(1)会社法による開示、(2)金融商品取引法（金商法）

による開示、(3)取引所による開示、(4)任意開示である。これらの概ねのイメージは図表 1の通りで

ある。 

 

【図表 1】各種開示（概要） 

 

 

 
1 https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/disclose_wg/siryou/20220523/01.pdf 参照 
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以下、順次説明する。 

(1)会社法による開示は、会社株主と債権者に対する開示であって、企業の財務状況を確認すること

を目的とする。具体的には、会社は事業年度ごとに①計算書類（貸借対照表、損益計算書等）、②事業

報告、並びに③これらの附属明細書を作成する（会社法 435条）。本稿の対象とする上場会社は概ね会

計監査人を設置すべき会社（会計監査人設置会社）2と思われるが、会計監査人設置会社は①計算書類

とその付属明細書の会計監査を受ける（会社法 436条）こととされている。計算書類等は決算後に招

集される定時株主総会の招集通知に際して株主に提供しなければならない(会社法 437条)。計算書類

等は本支店に備置くこととされており（会社法 442条 1項、2項）、株主・債権者はいつでも閲覧およ

び謄写の請求ができる（会社法 442条 3項）。事業報告には事業の経過などが記載されるが、一般にサ

ステナビリティ情報のような詳細な記載は求められてはいない3。 

 

(2)金商法による開示は、潜在的な投資家を含めた取引市場に対して提供される。上記(1)会社法に

よる限定的な開示とは異なり、内閣総理大臣に対して提出し（金商法 24条）、公衆縦覧される（金商

法 25条、EDINETで開示される）。金商法に基づく開示としては、①事業年度ごとの開示（有価証券報

告書、金商法 24条）および②四半期ごとの開示（四半期報告書、金商法 24条の 4の 7）がある4。金

商法による開示は法律で強制されるため、不提出や虚偽記載には罰則がある。 

金商法による開示をさらに具体的にいえば、①有価証券報告書5の記載内容は企業内容等の開示に関

する内閣府令(企業開示府令)別表 3で定められている。主な項目としては、「第 1 企業の状況」、「第

2 事業の情報」「第 3 設備の状況」「第 4提出会社の状況」「第 5 経理の状況」などの項目がある。

このうち、財務情報以外であって企業への投資判断の基となる記述情報（非財務情報）として、「第 2 

事業の情報」に、ア）経営方針、経営環境及び対処すべき課題等、イ）事業等のリスク、ウ）経営者

による財務状態、経営成績及びキャッシュフローの状況の分析(Management Discussion and Analysis)

があるが、これに関して、取締役会や経営会議の議論に即し、あるいは経営者のメッセージとして伝

えるべきことの記載が求められている(金融庁「記述情報の開示に関する原則」以下、原則）。この記

述情報の一つとして、サステナビリティ情報を記載する企業がある。ただし、現在、原則はサステナ

ビリティ情報についての記載を求めていない。また、②四半期報告書は企業開示府令別表 4の 3に記

載があり、主には「第 1 企業の状況」、「第 2 事業の情報」「第 3 提出会社の状況」「第 4 経理の

状況」といった項目がある。四半期ごとの経営の状況を開示するものである。 

なお、有価証券報告書の財務諸表には公認会計士または監査法人の監査報告が、四半期報告書の財

務諸表には監査レビュー（監査報告より信頼度合いが低位の監査）が必要である（金商法 193条の 2、

財務諸表等の監査証明に関する内閣府令 3条）。 

 
2 会社法上の大会社（会社法 328 条）、および指名委員会等設置会社・監査等委員会設置会社（会社法 327 条 5 項）は会計監

査人を置かなければならない。 
3 https://www.keidanren.or.jp/policy/2021/024.pdf#page=9 経団連のひな型 
4 このほか、増資など一定の決定を行った場合や一定の事象が生じたときに提出する臨時報告書（金商法 24 条の 5）や既提

出の有価証券報告書を訂正するための訂正報告書（金商法 24 条の 2）がある。 
5 有価証券報告書提出にあたっては、ⅰ）確認書(代表者（又は最高財務責任者）が有価証券報告書の内容は適切であると確

認する書類、金商法 24 条の 4 の 2 様式 4 の 2)およびⅱ）内部統制報告書（金商法 24 条の 4 の 4）も提出する必要がある。 

https://www.keidanren.or.jp/policy/2021/024.pdf#page=9
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(3)取引所による開示は、取引所規程により求められ、金商法開示と同様に、潜在的な投資家を含め

た取引市場に対して提供される。取引所の有する TDnetで一般に開示される。法定開示ではないので、

虚偽記載に関する刑事罰の適用等はないが、上場廃止などの措置が取られる可能性がある。東京証券

取引所規程による開示について、主なものとしては会社情報の適時開示として、ⅰ）会社の決定事項

および発生事項の開示（規程 402条）、ⅱ）（連結）事業年度および四半期（連結）累計期間にかかる

決算の内容について即時開示（規程 404条、決算短信(監査は不要））があるほか、ⅲ)コーポレート・

ガバナンスに関する報告書の提出（規程 405条）がある。 

 

(4)任意の報告には、統合報告、サステナビリティ報告などがある。主にサステナビリティに関連して

ESG(環境、社会、ガバナンス)情報を開示するものが通例である。法的な根拠はないものの、国際的な

組織（TCFD(気候関連財務情報開示タスクフォース)など）の開示の方針などに従って各社が自発的に

開示をしている。 

 以上をまとめると図表 2となる。 

 

【図表 2】各種開示のまとめ（概略） 

 

 

 なお、情報として一体的な開示が望ましいもの、たとえば年度決算に係る会社法による開示（計算

書類等）と金商法による開示（有価証券報告書）などについて、一体的開示を行うための取組が行わ

れている6。 

 

以上述べてきた各種開示が、ⅰ）決算情報、ⅱ）記述情報（非財務情報）、ⅲ）サステナビリティ情

報の三つをどう取り扱っているかを整理すると図表 3の通りである。黄色がその開示を重点としてい

 
6 経産省「事業報告等と有価証券報告書の一体的開示のための取組の支援について」

https://www.meti.go.jp/press/2018/12/20181228006/20181228006.html および経産省「事業報告等と有価証券報告書の

一体的開示 FAQ について」 https://www.meti.go.jp/press/2020/01/20210118001/20210118001.html 参照  

項目 根拠規定 提供先 書類名

(1)会社法による開示 会社法 株主及び ①計算書類

債権者 ②事業報告

③附属明細書

(2)金商法による開示 金商法 取引市場 ①有価証券報告書

②四半期報告書

③臨時報告書

(3)取引所による開示 業務規程 取引市場 ①適時開示

②四半期開示（決算短信）

③CGに関する報告書

(4)任意開示 なし 利害関係者 ・CSR報告書、統合報告書等

https://www.meti.go.jp/press/2018/12/20181228006/20181228006.html
https://www.meti.go.jp/press/2020/01/20210118001/20210118001.html
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る項目、桃色が開示を規定している項目であるが、一定の範囲・程度にとどまるものを示す（図表 3

中の CG報告書とはコーポレート・ガバナンス報告書を指す）。なお、監査ありと記載しているのは会

計監査人監査または公認会計士・監査法人による監査があることを指す。 

 

【図表 3】各種開示と開示情報 

 

 

 今回の WG報告書案の結論だけ述べると、本文冒頭で述べた①サステナビリティ情報については、有

価証券報告書の「第 2 事業の情報」に記載欄を設け、他社との比較可能な記載を求めることとする。

任意開示書類の引用も可能にする。また、②四半期開示については、開示義務を撤廃するのではなく、

四半期の決算短信に四半期報告書を一本化させることで企業負担を軽減する、というように提言され

た。 次回の「研究員の眼」ではサステナビリティ情報について解説する。 

決算情報

(1)会社法による開示 〇（監査あり）

(2)金商法による開示 〇（監査あり）*

(3)取引所による開示 〇（監査なし）

(4)任意開示 ―

*有価証券報告書では監査報告、四半期開示では監査レビュー

〇

〇

―

―

記述情報

―

サスティナビリティ情報

―

一部企業が開示

Gのみ(CG報告書)


